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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　道路トンネル内に配置される排風機と、前記道路トンネル内に配置され風量を調整でき
る一以上のジェットファンと、前記道路トンネル内に設置され前記道路トンネル内の風向
・風速を測定する風向風速計とを備える道路トンネル換気装置における火災時風速制御シ
ステムにおいて、
　火災の発生により火災発生地点を検出する火災地点検出手段と、
　前記風向風速計からの信号を受けて火災時における風速目標値とする風速設定値を決定
し、前記風速設定値に基づき、必要換気風量を決定する換気風量決定手段と、
　前記ジェットファンが前記火災発生地点から一定距離以上離れている場合には前記ジェ
ットファンを、前記ジェットファンが前記火災発生地点から一定距離以上離れていない場
合には前記排風機をそれぞれ使用することを決定し、前記必要換気風量に基づき、その決
定されたジェットファン又は排風機についての風量を決定し、それらを駆動制御する制御
手段とを備えることを特徴とする道路トンネル換気装置における火災時風速制御システム
。
【請求項２】
　前記換気風量決定手段は、火災時の風速設定値に、前記風向風速計の計測に基づく補正
値を加減算して、前記風速設定値からのずれ量である制御偏差量を決定する制御偏差量決
定部を有し、前記制御偏差量に基づき必要換気風量を決定するものである請求項１に記載
の道路トンネル換気装置における火災時風速制御システム。
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【請求項３】
　前記道路トンネル内の渋滞の有無を検出する渋滞検出手段を更に備え、
　前記制御偏差量決定部は、前記風速設定値を、トンネル内渋滞のときには、火災による
煙の拡散を抑制する第１の風速設定値とする一方、トンネル内非渋滞のときには、前記第
１の風速設定値よりも大きく火災による煙を車両進行側へ流すことで換気する第２の風速
設定値とするものである請求項２に記載の道路トンネル換気装置における火災時風速制御
システム。
【請求項４】
　前記換気風量決定手段は、前記火災地点検出手段からの信号を受け、火災時には前記換
気風量決定手段により決定された必要換気風量をそのまま出力させる一方、非火災時には
前記換気風量決定手段により決定された必要換気風量をキャンセルして必要換気風量を０
として出力させるものである請求項１～３のいずれか１つに記載の道路トンネル換気装置
における火災時風速制御システム。
【請求項５】
　道路トンネル内に配置される排風機と、前記道路トンネル内に配置され風量を調整でき
る一以上のジェットファンと、前記道路トンネル内に設置され道路トンネル内の風向・風
速を測定する風向風速計とを備える道路トンネル換気装置における火災時風速制御方法で
あって、
　火災時に火災発生地点を検出し、
　前記道路トンネル内の風向・風速に基づき火災時における風速目標値とする風速設定値
を決定し、前記風速設定値に基づき、必要換気風量を決定し、
　前記ジェットファンが前記火災発生地点から一定距離以上離れている場合には前記ジェ
ットファンを、前記ジェットファンが前記火災発生地点から一定距離以上離れていない場
合には前記排風機をそれぞれ使用することを決定し、前記必要換気風量に基づき、使用す
る前記ジェットファン又は前記排風機について風量を決定し、それらを駆動制御すること
を特徴とする道路トンネル換気装置における火災時風速制御方法。
【請求項６】
　前記必要換気風量は、前記道路トンネル内の渋滞の有無を考慮して決定する、請求項５
に記載の道路トンネル換気装置における火災時風速制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、排風機（送風機も含めて排風機と称する。）とジェットファン（ＪＦ）とを
備えた道路トンネル換気装置の火災時におけるトンネル内風速を制御する道路トンネル換
気装置における火災時風速制御システム及びその制御方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ジェットファンを用いたトンネル換気システムは、トンネル内に複数台のジェッ
トファンを配置し、火災時における換気制御においても、トンネル内の必要換気風量に対
し、ジェットファンの駆動台数のみのステップ状の制御（ノッチ制御）を行っているのが
現状である（例えば、特許文献１、２参照）。
【０００３】
　このようなシステムでは、ジェットファンの駆動台数のみのステップ状の制御を行って
いるために、ジェットファンの吹出し風量が必要換気風量に対して多くなりがちで、電力
を無駄に消費している。
【０００４】
　そこで、出願人は、道路トンネル用換気システムにおいて、平常時に各換気ジェットフ
ァンを低速運転する一方、火災排煙時等の非常時には前記各換気ジェットファンを高速運
転する制御指令をそれぞれ回転数可変機構を介して行う換気制御装置を備えたものを提案
している（例えば、特許文献３参照）。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－３３７０９９号公報
【特許文献２】特開２００２－２０６４００号公報
【特許文献３】特開２０１０－１１６７６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、火災発生時において、ジェットファンを用いて排煙を行おうとしても、
火災発生地点に近いジェットファンは天井部に滞留している煙を拡散させるため、火災発
生地点から一定距離（例えば、５００ｍ）以内に配置されたジェットファンは運転するこ
とができない。このため、ジェットファンによるトンネル内風速の制御では、火災時には
、火災発生地点にかかわらず、トンネル内のジェットファンを停止させるようになってお
り、ジェットファンを有効に使用した換気を行うことができないのが現状である。
【０００７】
　発明者は、道路トンネル換気システムにおいて、トンネル内風速の制御を行いやすいジ
ェットファンの特性を活かし、火災時において使用できるジェットファンがあれば、その
ジェットファンを優先的に活用して、道路トンネル内での火災時にトンネル内風速を速や
かに調整できることに着想した。
【０００８】
　本発明は、火災時において、トンネル内風速を制御しやすいジェットファンを有効に活
用して、トンネル内での煙の拡散を回避しながらトンネル内風速を速やかに調整できる道
路トンネル換気装置における火災時風速制御システム及びその制御方法を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　請求項１の発明は、道路トンネル内に配置される排風機と、前記道路トンネル内に配置
され風量を調整できる一以上のジェットファンと、前記道路トンネル内に設置され前記道
路トンネル内の風向・風速を測定する風向風速計とを備える道路トンネル換気装置におけ
る火災時風速制御システムにおいて、火災の発生により火災発生地点を検出する火災地点
検出手段と、前記風向風速計からの信号を受けて火災時における風速目標値とする風速設
定値を決定し、前記風速設定値に基づき、必要換気風量を決定する換気風量決定手段と、
前記ジェットファンが前記火災発生地点から一定距離以上離れている場合には前記ジェッ
トファンを、前記ジェットファンが前記火災発生地点から一定距離以上離れていない場合
には前記排風機をそれぞれ使用することを決定し、前記必要換気風量に基づき、その決定
されたジェットファン又は排風機についての風量を決定し、それらを駆動制御する制御手
段とを備えることを特徴とする。ここで、「排風機」としては、風量を調整できる排風機
（例えば、動翼可変型排風機、回転数可変型排風機等）はもちろん、風量を調整できない
排風機も含む。
【００１０】
　このようにすれば、火災発生地点に応じて、必要換気風量に基づき、使用するジェット
ファン又は排風機を決定し、その決定されたジェットファン又は排風機それぞれについて
風量を決定し、それらを駆動制御するようにしているので、トンネル内での煙の拡散を回
避しながら、トンネル内風速の制御を行いやすいジェットファンを有効に使用して、火災
制御（火災時における最適な風速制御）を速やかに行うことを実現できる。なお、使用可
能であるジェットファンがない場合には、排風機を使用して火災制御を行う。
【００１２】
　また、排風機とジェットファンとを使い分けることにより、ジェットファンを使用でき
る場合は、トンネル内風速を制御しやすいジェットファンを優先的に使用し、ジェットフ
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ァンを運転できない場合（ジェットファンを使用することにより天井部付近に滞留してい
る煙を拡散させるおそれがある場合）には排風機を使用することで、道路トンネル内での
火災時に必要換気風量を最適に調整できる。
【００１４】
　さらに、天井部付近に滞留している煙を拡散させるおそれがないジェットファン（火災
発生地点から一定距離以上離れているジェットファン）だけを有効活用することができる
。
【００１５】
　請求項１の発明については、請求項２に記載のように、前記換気風量決定手段は、火災
時の風速設定値に、前記風向風速計の計測に基づく補正値を加減算して、前記風速設定値
からのずれ量である制御偏差量を決定する制御偏差量決定部を有し、前記制御偏差量に基
づき必要換気風量を決定するものであることが望ましい。
【００１６】
　このようにすれば、トンネル内の実際の風速を考慮して、前記風速設定値からのずれ量
である制御偏差量に基づき、必要換気風量を決定することができる。
【００１７】
　請求項２の発明については、請求項３に記載のように、前記道路トンネル内の渋滞の有
無を検出する渋滞検出手段を更に備え、前記制御偏差量決定部は、前記風速設定値を、ト
ンネル内渋滞のときには、火災による煙の拡散を抑制する第１の風速設定値とする一方、
トンネル内非渋滞のときには、前記第１の風速設定値よりも大きく火災による煙を車両進
行側へ流すことで換気する第２の風速設定値とするものであることが望ましい。
【００１８】
　このように、トンネル内渋滞情報を火災制御に取り入れることで、トンネル内における
車両状況を把握して、最適な風速設定値を設定することが可能となる。つまり、火災時に
あっては非渋滞であっても火災発生地点よりも入口側には車両があるのが通常であるから
、火災発生地点より出口側（車両進行側）で車両がスムーズに流れている方向にジェット
ファンによって空気の流れを起こすことで、トンネル内の車両に影響を与えることなく、
煙を外部に速やかに出すことができ、また、火災時にトンネル内渋滞が生じている場合は
、風速制御により火災発生地点に煙を留めることで煙の拡散を防止し、安全な避難を行う
ことができる。
【００１９】
　請求項１～３のいずれか１つの発明については、請求項４に記載のように、前記火災地
点検出手段からの信号を受け、火災時には前記換気風量決定手段により決定された必要換
気風量をそのまま出力させる一方、非火災時には前記換気風量決定手段により決定された
必要換気風量をキャンセルして必要換気風量を０として出力させる構成とすることができ
る。
【００２０】
　このようにすれば、非火災時には、火災時と異なる必要換気風量で、最適なトンネル内
風速の制御を行うことができる。
【００２１】
　請求項５の発明は、道路トンネル内に配置される排風機と、前記道路トンネル内に配置
され風量を調整できる一以上のジェットファンと、前記道路トンネル内に設置され道路ト
ンネル内の風向・風速を測定する風向風速計とを備える道路トンネル換気装置における火
災時風速制御方法であって、火災時に火災発生地点を検出し、前記道路トンネル内の風向
・風速に基づき火災時における風速目標値とする風速設定値を決定し、前記風速設定値に
基づき、必要換気風量を決定し、前記ジェットファンが前記火災発生地点から一定距離以
上離れている場合には前記ジェットファンを、前記ジェットファンが前記火災発生地点か
ら一定距離以上離れていない場合には前記排風機をそれぞれ使用することを決定し、前記
必要換気風量に基づき、使用する前記ジェットファン又は前記排風機について風量を決定
し、それらを駆動制御することを特徴とする。
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【００２２】
　このようにすれば、火災発生地点に応じて、トンネル内での煙の拡散を回避しながら、
トンネル内風速の制御を行いやすいジェットファンを有効に使用して、火災時における風
速制御を行うことができる。
【００２４】
　また、請求項６に記載のように、前記必要換気風量は、前記道路トンネル内の渋滞の有
無を考慮して決定することが望ましい。
【００２５】
　このように、トンネル内渋滞情報を制御に取り入れることで、トンネル内における車両
状況を把握して、火災発生地点に応じた最適な風速設定値を設定することが可能となる。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明は、上記のように、火災発生地点に応じて、必要換気風量に基づき、使用する前
記ジェットファン又は排風機を決定し、その決定されたジェットファン又は排風機それぞ
れについて風量を決定し、それらを駆動制御するようにしているので、トンネル内での煙
の拡散を回避しながら、トンネル内風速の制御を行いやすいジェットファンを有効に使用
して、火災制御を速やかに行うことができる。
【００２７】
　また、ジェットファンの使用ができない場合には、排風機を使用することで、ジェット
ファンと排風機との使い分けによる円滑な火災制御を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明に係る道路トンネル換気装置における火災時風速制御システムの一実施の
形態を示す概略説明図である。
【図２】制御装置のブロック図である。
【図３】火災時の必要換気風量の決定に用いられる必要換気風量決定部のブロック図であ
る。
【図４】火災時の風速制御を示すフローチャート図である。
【図５】渋滞状況にある場合において、ジェットファンを用いた風速制御における時間と
、風速及び風量との関係を示す図である。
【図６】渋滞状況にある場合において、排風機を用いた風速制御における時間と、風速及
び風量との関係を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、本発明の実施の形態を図面に沿って説明する。なお、非火災時には、従来と同様
の周知の風速制御（換気制御）を行うので、その説明は省略する。
【００３０】
　図１に示すように、道路トンネル１は一方通行で、入口側Ｐ１には、２つのトンネル換
気所１Ａ、１Ｂが設置されており、そのトンネル換気所１Ａ、１Ｂ内に、風量を調整でき
る排風機２、３がそれぞれ配置されている。この排風機２、３は、インバータ駆動方式、
動翼可変機構などにより、無段階で風量の変更が可能である。
【００３１】
　また、出口側Ｐ２には、一以上のジェットファン（ＪＦ）４が、道路トンネル１内の風
向・風速を測定する２つの風向風速計５Ａ、５Ｂに挟まれて配置され、それらの更に出口
側には、道路トンネル１内を走行する車両の車種（例えば、大型車、小型車）、平均速度
、交通量を検知する交通量測定装置（トラフィックカウンタ）６が設置されている。そし
て、風向風速計５Ａ、５Ｂや交通量測定装置６からの信号に基づいて、制御装置（制御手
段）７が排風機２、３やジェットファン４の風量を制御するようになっている。この実施
の形態では、トンネル出口ランプ１Ｃとしての分岐部があるので、２つの風向風速計５Ａ
、５Ｂが設置され、後述する火災区画に最も近い風向風速計５Ａ、５Ｂの計測値を採用す
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るが、分岐部がない道路トンネルの場合にはトンネル内の風速は一様であると推測される
ので、風向風速計は１つで足りる。
【００３２】
　ここで、ジェットファン４は、インバータ駆動方式で、無段階で風量を変更できるよう
になっている。交通量測定装置６は、道路トンネル１内を走行する車両の車種（例えば、
大型車、小型車）、平均速度、交通量についての情報に基づき、道路トンネル１内の渋滞
の有無を判断し、制御装置７に出力するようになっている。
【００３３】
　制御装置７は、火災時における道路トンネル１内の渋滞の有無を考慮して、必要換気風
量を設定する。この必要換気風量が、排風機２、３又はジェットファン４の運転テーブル
（必要換気風量と、排風機２、３による風量及びジェットファン４による風量との関係を
決定するテーブル）に入力され、排風機２、３又はジェットファン４の風量制御を行う。
なお、火災検知器８（図２参照）は一定間隔（例えば、２０ｍ間隔）でもって道路トンネ
ル１内に設置されており、火災検知器８からの信号に応じて火災発生地点が検出され、そ
の火災発生地点を含む火災区画が認定される。
【００３４】
　制御装置７は、図２に示すように、風向風速計５Ａ、５Ｂ、交通量測定装置６及び火災
検知器８からの信号を受け、後述するように火災時における風速目標値とする風速設定値
を決定し、その風速設定値に基づき（火災時における）必要換気風量を決定する必要換気
風量決定部１１と、必要換気風量決定部１１よりの信号を受け前記必要換気風量を満たす
ようにジェットファン４又は排風機２、３の風量を決定する風量決定部１２と、この風量
決定部１２からの信号を受け前記決定された風量を満たすようにジェットファン４を駆動
するジェットファン駆動制御部１３と、風量決定部１２からの信号を受け前記決定された
風量を満たすように排風機２、３を駆動する排風機駆動制御部１４とを有する。ここで、
風量決定部１２は、各ジェットファン４の使用可否を判定するジェットファン使用可否判
定部１２Ｍを含み、使用可能であるジェットファン４がある場合には、前記必要換気風量
を満たすように、使用可能である各ジェットファンの風量を決定する。
【００３５】
　必要換気風量決定部１１は、火災制御中は、演算結果（例えば、ＰＩＤ出力）をそのま
ま必要換気風量として出力し、非火災時には、必要換気風量を０％として、後述の出力部
１１Ｋから出力されるようになっている。
【００３６】
　必要換気風量決定部１１は、図３に示すように構成され、火災区画に最も近い風向風速
計の計測に基づく補正値に応じて、前記風速設定値での風速制御を実現するために、前記
風速設定値からのずれ量である制御偏差量を決定する制御偏差量決定部１１Ａ（火災区画
風速設定値決定部１１Ａａ、火災区画風速補正値演算部１１Ａｂ）、積分動作部１１Ｃ、
微分動作部１１Ｄ、比例動作部１１Ｅ、出力リミッタ部１１Ｆなどを有し、火災検知器８
や風向風速計５Ａ、５Ｂ、交通量測定装置６からの入力により、必要換気風量を決定し、
火災制御中は、演算結果（ＰＩＤ出力）をそのまま必要換気風量として出力し、非火災時
には、切替スイッチ１１Ｇの切換えで、最終段階で出力リミッタ１１Ｆからの信号がキャ
ンセルされる一方、定数部１１Ｈからの信号が有効とされ、演算結果を０に置換し、必要
換気風量を０％として出力部１１Ｋから出力されるようになっている。よって、非火災時
には火災制御のための必要換気風量の演算がキャンセルされるので、非火災時における通
常の風速制御には影響を及ぼさない。
【００３７】
　なお、出力部１１Ｋから出力される必要換気風量（ＰＩＤ制御の出力）は－１００％～
＋１００％であるが、このときの１００％は、排風機風量１００％運転あるいはジェット
ファン風量１００％運転（全台運転）したときの風量に相当する。なお、排風機２、３と
ジェットファン４のどちらを運転するかは、トンネル内の火災区画から判断される（図４
参照）。



(7) JP 5462317 B2 2014.4.2

10

20

30

40

50

【００３８】
　火災区画風速設定値決定部１１Ａａは、交通量測定装置６からの信号に基づき、トンネ
ル内渋滞の時には低風速制御で、例えば、０ｍ／ｓ（第１の風速設定値）を、トンネル内
非渋滞の時には前流し制御で、例えば、車両進行側２ｍ／ｓ（第２の風速設定値）を、そ
れぞれ風速設定値として設定する。ここで、低風速制御とは、火災発生地点付近に煙を留
めることで煙の拡散を防止する制御をいい、前流し制御とは、火災発生地点から車両進行
側に向けて煙を流し、車両に影響を与えることなく、煙を外部に速やかに出す制御をいう
。
【００３９】
　火災区画風速補正値演算部１１Ａｂは、風向風速計５Ａ、５Ｂの測定値をトンネル内風
速分布の測定結果に基づき補正した値を風速補正値として採用する。ここで、風速分布測
定に基づく補正は、周知のように、トンネル断面の風速を測定し、平均化した値と風向風
速計５Ａ、５Ｂによる測定値とを比較し、１次関数ｙ＝ａｘ＋ｂ（ａ：ゲイン　ｂ：オフ
セット）で補正する。風速補正値が＋側となっている場合には、（風速設定値）－（風速
補正値）は－となり、ＰＩＤ制御の入力値も－となる。但し、ＰＩＤ制御の出力値は、積
分要素と微分要素とがあるため、必ずしも入力値と同じ符号にはならない。
【００４０】
　風速設定値決定部１１Ａａは、基本的には、一定間隔（例えば、５秒間隔）毎に、風速
設定値と風速補正値との差分から制御偏差量を決定し、フィードバック制御の一種である
ＰＩＤ（比例動作＋積分動作＋微分動作）制御により必要換気風量（％）が決定されるよ
うになっている。
【００４１】
　なお、非火災時には、積分動作部１１Ｃの出力が０とされ、積分演算は行わない。出力
リミッタ部１１Ｆは、上限値１００％、下限値－１００％のリミッタであり、出力リミッ
タ部１１Ｆ前後の値が異なるときは積分動作部１１Ｃの出力がホールドされる。
【００４２】
　風量決定部１２は、(i)ジェットファン使用可否判定部１２Ｍにより火災発生地点との
関係から運転可能（使用可能）であるジェットファン４があるかどうかの判定をまず行い
、(ii)それに基づいて運転可能であるジェットファン４がある場合にはジェットファン４
による火災制御とする一方、運転可能であるジェットファン４がない場合には排風機２、
３による火災制御とすることとし、(iii)火災制御に用いるジェットファン４又は排風機
２、３について、それらの運転テーブルから必要換気風量に基づきそれぞれの風量を決定
するものである。そして、必要換気風量が０％～１００％のときは、排風機２、３は送風
運転され、ジェットファン４は車両進行方向に送風運転され、０％～－１００％のときに
は、排風機２、３は排風運転され、ジェットファン４は車両進行方向とは逆方向に送風運
転される。
【００４３】
　続いて、火災時における風速制御を図４に沿って説明する。
【００４４】
　まず、火災が発生すると、火災検知器８からの信号に基づき、いずれの火災区画（火災
を検出した火災検知器８が含まれる火災区画）で火災が発生したかが認知される（ステッ
プＳ１）。
【００４５】
　続いて、その火災区画が、各ジェットファンの運転が可能である火災区画であるか否か
が、火災区画からの距離に基づいて判定される（ステップＳ２）。つまり、ジェットファ
ン４が属する区画が、火災区画から一定距離（例えば、５００ｍ）以内である場合には、
火災による煙の拡散を防止するために、ジェットファン４を運転できない区画と判定され
、火災区画から一定距離を超える場合には、ジェットファン４を運転できる区画と判定さ
れる。
【００４６】
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　前記火災区画に対しジェットファンの運転が可能であれば、ジェットファン４による火
災制御が行われる一方（ステップＳ３）、ジェットファンの運転が可能でなければ、排風
機２、３による火災制御が行われる（ステップＳ４）。
【００４７】
　ジェットファン４による火災制御であれば、次いで、トンネル内渋滞があるか否かが判
定され（ステップＳ５）、トンネル内渋滞がある場合には、ジェットファン４による低風
速制御（例えば、車両進行側０ｍ／ｓ：第１の風速設定値）が行われ（ステップＳ６）、
トンネル内渋滞がなければ、ジェットファン４による前流し制御（例えば、車両進行側２
ｍ／ｓ：第２の風速設定値）が行われる（ステップＳ７）ことにより、トンネル内の車両
が安全に避難することができる。ここで、ジェットファン４による低風速制御や前流し制
御は、例えば、インバータ駆動方式で制御することができる。
【００４８】
　また、排風機２、３による火災制御であれば、トンネル内渋滞があるか否かが判定され
（ステップＳ８）、トンネル内渋滞がある場合には、排風機２、３による低風速制御が行
われ（ステップＳ９）、トンネル内渋滞がなければ、排風機２、３による前流し制御が行
われる（ステップＳ１０）ことにより、トンネル内の車両が安全に避難することができる
。ここで、排風機２、３による低風速制御や前流し制御は、例えば、インバータ駆動方式
あるいは動翼可変にて制御することができる。
【００４９】
　上記のように構成すれば、ジェットファン４と排風機２、３を使い分けることによって
、ジェットファン４が運転できる場合にはトンネル内風速を制御しやすいジェットファン
４を優先的に運用し、ジェットファン４が運転できない場合には排風機２、３を運用する
ことによって火災制御を円滑に行うことができる。つまり、トンネル内が渋滞状況にある
場合（第１の風速設定値を車両進行側０ｍ／ｓとする場合）において、ジェットファン４
による火災制御の場合には時間の経過により風量・風速が図５に示すように変化する一方
、排風機２、３による火災制御の場合には、時間の経過により風量・風速が図６に示すよ
うに変化することが確認されており、この結果から、ジェットファン４による火災制御の
方が、排風機２、３による火災制御よりもトンネル内風速の静定までの時間の短縮を図れ
る、といえる。
【００５０】
　また、ジェットファン４又は排風機２、３の回転数をそれぞれ無段階に制御することに
よって、必要換気風量の最適調整を速やかに行うことができ、トンネル内風速の静定まで
の時間短縮を図ることができる。
【００５１】
　特に、インバータ駆動方式のジェットファン４を使用することで、換気方向と風量を自
在に制御することができ、ジェットファン４の電動機の逆転保護機能（前記電動機が停止
してから逆転回転するまでのタイマ）も不要となるため、特に縦流換気区間の火災風速制
御を短時間かつ精度よく行うことができる。
【００５２】
　また、一定間隔（例えば、５秒という短い時間間隔）でトンネル内風速を測定し、必要
換気風量の決定に取り入れれば、ほぼリアルタイムでの制御が可能となり、風速制御の精
度を向上させることができる。
【００５３】
　また、交通量測定装置６（トラフィックカウンタ）からのトンネル内渋滞制御を、必要
換気風量の決定に取り入れることで、トンネル内の車両状況を把握して、最適な風速設定
値（第１あるいは第２の風速設定値のいずれか）を設定することが可能となる。
【００５４】
　本発明は、前述したほか、次のように変更して実施することができる。
【００５５】
　(i)前記実施の形態は、ジェットファン４又は排風機２、３のいずれか一方を用いて、
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火災制御を行っているが、両方を併用して、必要換気風量に応じた火災風速制御を行うこ
とも可能である。
【００５６】
　(ii)前記実施の形態では、トンネル坑口（出口側）付近のみに一以上のジェットファン
４が群をなすように配置されている場合について説明しているが、道路トンネル１内に一
定間隔あるいは不規則に一以上のジェットファン４が設置されている場合にも同様に適用
することができる。
【００５７】
　(iii)前記実施の形態では、トンネル坑口（出口側）付近に一以上のジェットファン４
が配置されている場合について説明しているが、その台数については、道路トンネルの長
さ、形状などに応じて適宜変更されるのはもちろんである。道路トンネル１内に一定間隔
あるいは不規則にジェットファン４を設ける場合も同様である。
【００５８】
　(iv)前記実施の形態では、火災発生地点を火災区画として検出し、その火災区画からの
距離に基づきジェットファン４の運転が可能であるか否かを判定しているが、そのような
火災区画でもって判定するのではなく、前記火災発生地点を中心とする任意の範囲内にな
いジェットファンの運転が可能であるか否かを判定することができるのはもちろんである
。
【００５９】
　(v)制御装置７は、各排風機２、３、各ジェットファン４に対して１つ設けるほか、各
排風機２、３、各ジェットファン４毎に設けることも可能である。
【００６０】
　(vi)火災時において使用可能であるジェットファン４だけでのトンネル内風速制御では
、火災制御を十分にできない場合には、ジェットファン４による火災制御を中止し、排風
機２、３による火災風速制御とする判定手段を、制御装置７に更に含ませるようにするこ
とも可能である。
【００６１】
　(vii)前記実施の形態では、道路トンネル１は一方通行であるが、対面通行のトンネル
にも同様に適用できるのはもちろんである。
【符号の説明】
【００６２】
１　　道路トンネル
２、３　　排風機
４　　ジェットファン
５Ａ、５Ｂ　　風向風速計
６　　交通量測定装置（渋滞検出手段）
７　　制御装置
８　　火災検知器（火災地点検出手段）
１１　　必要換気風量決定部（換気風量決定手段）
１１Ａ　　制御偏差量決定部
１１Ａａ　　火災区画風速設定値決定部
１１Ａｂ　　火災区画風速補正値演算部
１１Ｃ　　積分動作部
１１Ｄ　　微分動作部
１１Ｅ　　比例動作部
１１Ｆ　　出力リミッタ部
１１Ｇ　　切替スイッチ
１１Ｈ　　定数部
１１Ｋ　　出力部
１２　　風量決定部（風量決定手段）
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１２Ｍ　　ジェットファン使用可否判定部
１３　　ジェットファン駆動制御部
１４　　排風機駆動制御部

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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